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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第90期 

第２四半期連結 
累計期間 

第91期 
第２四半期連結 

累計期間 
第90期 

会計期間 
自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日 

自 平成26年４月１日 
至 平成26年９月30日 

自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 203,998 228,791 483,112 

経常損益 （百万円） 6,964 9,577 36,655 

四半期（当期）純損益 （百万円） 1,814 10,257 27,359 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 151 9,901 22,442 

純資産額 （百万円） 55,573 93,964 91,918 

総資産額 （百万円） 345,779 411,934 412,514 

１株当たり四半期（当期）純損益

金額 
（円） 2.49 12.83 36.21 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） 1.73 11.83 26.13 

自己資本比率 （％） 15.9 22.2 21.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 14,633 23,001 31,868 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △3,916 △10,039 △13,977 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 687 △8,389 △4,270 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 48,124 56,013 50,866 

 

回次
第90期

第２四半期連結
会計期間

第91期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純損益金額 （円） 4.27 12.25 

 （注）１． 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２． 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、ＯＫＩグループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在においてＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

（１）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間の世界経済は、欧州での地政学的リスクの影響や、新興国における経済成長の低迷な

どの懸念があるものの、米国の景気回復が下支えとなり、全体では緩やかな回復基調にあります。国内において

も、個人消費や企業の設備投資に一部弱さが見られますが、概ね景気は緩やかに回復しています。 

 このような事業環境の下、ＯＫＩグループの業況は、各事業とも計画を上回って好調に推移し、売上高は2,288

億円（前年同期比248億円、12.2％増加）となりました。営業利益は、物量増やプリンタ事業での機種構成の良化

などにより、66億円（同38億円増加）となりました。 

 経常利益は、為替差益の減少などにより96億円（同26億円増加）となりました。また、四半期純利益は、前年度

に行ったプリンタ事業の構造改革が一段落し、これに関連する特別損失の計上がなくなったことなどから103億円

（同85億円増加）となりました。 

 

事業別の状況は、次のとおりであります。 

＜情報通信システム事業＞ 

 外部顧客に対する売上高は、1,381億円（前年同期比178億円、14.8％増加）となりました。ソリューション

＆サービスは、概ね前年並みで堅調に推移しました。通信システムは、キャリア向けのホームＮＷやＧＥ－Ｐ

ＯＮに加え、保守・工事が順調だったことにより増収、社会システムも、防災、消防関連システムが引き続き

順調だったことから増収となりました。さらに、メカトロシステムも、ブラジル子会社の連結効果に加え、中

国をはじめとする海外向けＡＴＭが好調だったことにより増収となりました。 

 営業利益は、各事業とも順調に推移したものの、ブラジル子会社の連結影響により32億円（同12億円減少）

となりました。 

 

＜プリンタ事業＞ 

 外部顧客に対する売上高は、616億円（前年同期比43億円、7.6％増加）となりました。カラーＬＥＤプリン

タは前年度に発売した新商品の販売が好調であり、モノクロＬＥＤプリンタも販売戦略に沿った上位機種への

シフトが順調に進みました。加えて、ドットインパクトプリンタでは大口案件等を獲得したことから、増収と

なりました。 

 営業利益は、機種構成の良化や固定費等の削減効果により大幅に改善し、40億円（同46億円良化）となりま

した。 

 

＜ＥＭＳ事業、その他＞ 

 外部顧客に対する売上高は、ＥＭＳ事業で202億円（前年同期比22億円、12.3％増加）、その他の事業で89億

円（同５億円、5.6％増加）となりました。ＥＭＳ事業では、新規顧客の開拓が計画通りに進み、増収となりま

した。その他の事業は、部品関連が引き続き好調で増収となりました。 

 営業利益は、ＥＭＳ事業で６億円（同１億円増加）、その他の事業では16億円（同３億円増加）となりまし

た。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、主に運転資金が改善したことにより、230

億円の収入（前年同期146億円の収入）となりました。

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得等により100億円の支出（同39億円の

支出）となりました。
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 この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローとをあわせたフリー・キャ

ッシュ・フローは130億円の収入（同107億円の収入）となりました。

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済、普通配当及び優先配当の実施等により、84億円の支出

（同７億円の収入）となりました。

 その結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は前連結会計年度末の509億円から560億円と

なりました。

 

（３）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるＯＫＩグループの研究開発活動の金額は、6,467百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,400,000,000

Ａ種優先株式 30,000

計 2,400,000,000

（注）当社の発行可能株式総数は、普通株式とＡ種優先株式をあわせて2,400,000,000株であります。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 846,322,373 857,541,882  東京証券取引所市場第一部

株主として権利

内容に制限のな

い株式であり、

単元株式数は

1,000株であり

ます。 

Ａ種優先株式

（注）２
30,000  30,000 －

（注）３～５ 

単元株式数は１

株であります。 

計 846,352,373 857,571,882 － －

（注）１．「提出日現在発行数」には、平成26年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使及びＡ種

     優先株式の取得請求権の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

   ２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

   ３．Ａ種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）の特質は以下のとおりであります。

     （１） Ａ種優先株式には、当社普通株式を対価とする取得請求権が付与されています。Ａ種優先株式の取得

        請求権の対価として交付される普通株式の数は、一定の期間における当社株式の株価を基準として決定

        され、または修正されることがあり、当社の株価の下落により、当該取得請求権の対価として交付され

        る当社普通株式の数は増加する場合があります。

     （２） Ａ種優先株式の取得請求権の対価として交付される普通株式の数は、取得請求が行使されたＡ種優先

        株式に係る払込金額の総額を、以下の基準額で除して算出されます（小数第１位まで算出し、その小数

        第１位を切捨てます。）。また、基準額は、下記のとおり、平成26年４月１日以降、半年に１回の頻度

        で修正されます。

         当初基準額は、原則として、平成26年４月１日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の株式

        会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）における当社の普通株式の普通取引の毎

        日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のない日数を除きます。）に0.9を乗じた金額（円

        位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てます。）、あるいは75円のいずれか高い金額で

        あります。

         平成26年４月１日から平成36年３月31日までの期間の毎年３月31日及び９月30日において、当該日に

        先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎

        日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のない日数を除きます。）に0.9を乗じた金額（円

        位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てます。）に修正されます。

     （３） 基準額の修正は、当初基準額の100％に相当する額を上限とし、当初基準額の50％に相当する額を下

        限とします。
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     （４） Ａ種優先株式には、平成28年４月１日から平成36年３月31日までの間の毎月月末において、分配可能

        額または当社の自己資本額から総資産額の20％に相当する額を控除した金額のいずれか低い金額を上限

        として、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額に毎年４月１日から当該権利の

        行使日までの経過配当利息相当額を加算した額の金銭と引換えに、Ａ種優先株式の全部または一部を取

        得するよう請求することができる取得請求権が付されております。また、Ａ種優先株式には、当社が、

        当社の取締役会が別に定める日の到来をもって、法令上可能な範囲で、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種

        優先株式１株当たりの払込金額の110％に相当する額に毎年４月１日から当該日までの経過配当利息相

        当額を加算した額の金銭を対価としてＡ種優先株式を取得することができる取得条項が付されておりま

        す。なお、Ａ種優先株式には、当社が、Ａ種優先株式の取得請求の期間中に取得請求のなかったＡ種優

        先株式の全部を、取得請求期間（下記５．６．（２）において定義します。以下同じ。）の末日の翌日

        においてＡ種優先株式数にＡ種優先株式１株当たりの払込金額相当額を乗じた額を取得請求期間の末日

        の翌日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通

        取引の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のない日数を除きます。）に0.9を乗じた

        金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てます。）で除して得られる数の普通株

        式をＡ種優先株主（下記５．１．（１）において定義します。）に対して交付するのと引換えにＡ種優

        先株式の全部を取得することができる取得条項が付されています。

     上記（１）ないし（４）の詳細は、下記５．５ないし５．８を参照下さい。

   ４．Ａ種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）に関する事項は以下のとおりであります。

     （１）当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等（Ａ種優先株式）に表示された権利の行使に関する事項

        についての所有者との間の取決めの内容

        該当事項はありません。

     （２）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

        該当事項はありません。

     （３）当社の株券の賃借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

        該当事項はありません。

     （４）その他投資者の保護を図るため必要な事項

        ①単元株式数

         当社の普通株式の単元株式数は1,000株であります。なお、Ａ種優先株式には議決権がないため、Ａ

         種優先株式の単元株式数は１株としております。

        ②種類株主総会の決議

         当社は、会社法第322条第１項の規定による種類株主総会の決議を要しない旨を定款で定めておりま

         せん。

        ③議決権の有無及び内容の差異並びにその理由

         当社は、Ａ種優先株式とは異なる種類の株式である普通株式を発行しております。普通株式は、株主

         としての権利内容に制限のない株式ですが、Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しませ

         ん。これは、Ａ種優先株式を配当金や残余財産の分配について優先権を持つ代わりに議決権がない内

         容としたものであります。

   ５．Ａ種優先株式の内容は以下のとおりであります。

     １．Ａ種優先配当金

       （１）Ａ種優先配当金

       当会社は、平成23年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度において当社定款に定める基準日に係

       る剰余金の配当を行うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種優先株式を有す

       る株主（以下「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株

       式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）および普通株式の登

       録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株

       式１株当たりの払込金額相当額に、当該剰余金の配当にかかる基準日の属する事業年度ごとに下記（２）

       に定める配当年率（以下「Ａ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（以下「Ａ種優先配

       当金」という。）の配当を行う。ただし、当該基準日の属する事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種

       優先登録株式質権者に対して第２項に定めるＡ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額

       とする。Ａ種優先配当金の総額が分配可能額（会社法第461条第２項において定義される分配可能額をい

       う。以下同じ。）を超える場合、分配可能額の範囲で取締役会が定める金額を、普通株主および普通登録

       株式質権者に先立ち、配当としてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払うことができ

       る。なお、当会社は、Ａ種優先株式について、平成23年３月31日に終了する事業年度に属する日を基準日

       とする剰余金の配当を行わない。
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       （２）Ａ種優先配当年率

       平成24年３月31日に終了する事業年度に係るＡ種優先配当年率

       Ａ種優先配当年率＝初回Ａ種優先配当金÷Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額

       上記の算式において「初回Ａ種優先配当金」とは、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額に、日本円

       ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）に3.00％を加算して得られる数に、払込期日（同日を含む。）より平成24年３月

       31日（同日を含む。）までの実日数である466を乗じ365で除して算出した額の金銭（円位未満小数第１位

       まで算出し、その小数第１位を切上げる。）とする。

       平成24年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度に係るＡ種優先配当年率

       Ａ種優先配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋3.00％

       なお、平成24年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度に係るＡ種優先配当年率は、％未満小数第

       ４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

       「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）」とは、毎年の４月１日（同日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業

       日）（以下「Ａ種優先配当年率決定日」という。）の午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・イン

       ター・バンク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国銀行協会によって公表される数値を

       指すものとする。Ａ種優先配当年率決定日において日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）が公表されていない場

       合は、Ａ種優先配当年率決定日（同日がロンドンの銀行休業日の場合は直前の銀行営業日）において、ロ

       ンドン時間午前11時現在のロイター3750頁（円預金の英国銀行協会ライボーレートを表示するロイターの

       3750頁をいう。）に表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ

       ６ヶ月物（360日ベース））として、英国銀行協会によって公表される数値またはこれに準ずるものと当

       会社が合理的に判断した数値を、日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）に代えて用いるものとする。

       （３）非累積条項

       ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＡ

       種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

       （４）非参加条項

       Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行

       わない。

     ２．Ａ種優先中間配当金

       当会社は、当社定款に定める中間配当を行うときは、当該中間配当の基準日の最終の株主名簿に記載また

       は記録されたＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、当該中間配当の基準日の最終の株主名

       簿に記載または記録された普通株主および普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、当該

       中間配当の基準日の属する事業年度におけるＡ種優先配当金の額に２分の１を乗じた額を上限とする金銭

       （以下「Ａ種優先中間配当金」という。）による剰余金の配当を行う。

     ３．残余財産

       （１）残余財産の分配

       当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主お

       よび普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につきＡ種優先株式１株当たりの払込金額相当額の

       金銭を支払う。

       （２）非参加条項

       Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記（１）のほか、残余財産の分配は行わな

       い。

     ４．議決権

       Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

     ５．金銭を対価とする取得請求権

       （１）金銭を対価とする取得請求権の内容

       Ａ種優先株主は、当会社に対し、平成28年４月１日から平成36年３月31日までの間の毎月末日（同日が銀

       行休業日の場合は直前の銀行営業日）（以下「金銭対価取得請求権行使日」という。）において、Ａ種優

       先株式の全部または一部の取得と引換えに金銭を交付することを請求（以下「金銭対価取得請求」とい

       う。）することができる。ある金銭対価取得請求権行使日における金銭対価取得請求に係る取得価額（下

       記（２）において定義される。）の総額が、当該金銭対価取得請求権行使日における取得上限額（下記

       （３）において定義される。）または分配可能額のいずれか低い金額を超える場合には、当会社が取得す

       べきＡ種優先株式は金銭対価取得請求がなされた株式数に応じた比例按分の方法により決定する。
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       （２）取得価額

       金銭対価取得請求が行われた場合におけるＡ種優先株式１株当たりの取得価額は、Ａ種優先株式１株当た

       りの払込金額相当額に当該金銭対価取得請求権行使日が属する事業年度の末日を基準日とするＡ種優先配

       当に係るＡ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日（同日を含む。）から当該金銭対価取得請求

       権行使日（同日を含む。）までの日数を乗じ365で除して算出した額（円位未満小数第１位まで算出し、

       その小数第１位を切上げる。）を加えた金額とする。ただし、上記により計算された金額から、金銭対価

       取得請求権行使日が属する事業年度において支払われたＡ種優先中間配当金の額を控除するものとする。

       （３）取得上限額

       「取得上限額」は、当該金銭対価取得請求権行使日前に当会社が開示した、株式会社東京証券取引所（以

       下「東京証券取引所」という。）の有価証券上場規程第404条に基づき作成される通期決算短信または四

       半期決算短信のうち直近のもの（以下「直近決算短信等」という。）における自己資本額から総資産額の

       20％に相当する額を控除した金額とする。ただし、取得上限額がマイナスの場合は０円とする。

       「自己資本額」とは、直近決算短信等に含まれる連結貸借対照表または四半期連結貸借対照表（以下「連

       結貸借対照表等」という。）の純資産の部の合計額から新株予約権および少数株主持分の項目に係る金額

       を控除した額をいう。

       「総資産額」とは連結貸借対照表等の資産の部の合計額をいう。

       （４）取得上限額の調整

       当会社が、連結貸借対照表等の日後に、以下のいずれかに該当する行為を行った場合、当該行為が当該連

       結貸借対照表等の日に行われたものとみなして、取得上限額の調整を行う。

          （ⅰ）剰余金の配当（取締役会において中間配当決議をすること、および取締役会において剰余金

          の配当を株主総会の付議議案として決議することを含む（ただし、株主総会において当該剰余金の

          配当について否決された場合には、当該株主総会の日以降に行う取得上限額の調整にあたっては、

          これを考慮しない。）。）

          （ⅱ）当会社株式の取得（法令の定めに従って行われた単元未満株式の買取請求および株式買取請

          求に基づく取得、ならびに当該金銭対価取得請求権行使日前に行われた本項および第７項に基づく

          Ａ種優先株式の取得を含み、これらに限られない。）

          （ⅲ）事業譲渡、合併、会社分割、株式交換、株式移転または株式の発行（自己株式の処分を含

          む。）

          （ⅳ）上記（ⅰ）ないし（ⅲ）の他、連結貸借対照表または四半期連結貸借対照表上の資産の部ま

          たは純資産の部の額を増加または減少させることとなる会社法上の行為

     ６．普通株式を対価とする取得請求権

       （１）普通株式を対価とする取得請求権の内容

       Ａ種優先株主は、下記（２）に定める取得を請求することのできる期間中いつでも、下記（３）ないし

       （６）に定める条件で、当会社がＡ種優先株式の全部または一部を取得することと引換えに、当会社の普

       通株式を交付することを請求することができる。

       （２）取得を請求することのできる期間

       平成26年４月１日から平成36年３月31日まで（以下「取得請求期間」という。）とする。

       （３）取得と引換えに交付すべき財産

       当会社は、Ａ種優先株式の取得と引換えに、Ａ種優先株主が取得の請求をしたＡ種優先株式数にＡ種優先

       株式１株当たりの払込金額相当額を乗じた額を下記（４）ないし（６）に定める取得価額で除した数の普

       通株式を交付する。なお、Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数

       があるときは、これを切捨てるものとし、会社法第167条第３項に規定する金銭の交付は行わない。

       （４）当初取得価額

       取得価額は、当初、取得請求期間の初日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所

       における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除

       く。）に0.9を乗じた金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）、あるいは

       75円のいずれか高い金額（以下「当初取得価額」という。）とする。なお、上記の連続する30取引日の初

       日（同日を含む。）から決定日（同日を含む。）（下記（５）において定義する。）までの間に、下記

       （６）に定める取得価額の調整事由が生じた場合、当初取得価額は、下記（６）に準じて当会社の取締役

       会が適当と判断する金額に調整される。
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       （５）取得価額の修正

       取得価額は、取得請求期間中、毎年３月31日および９月30日（以下「決定日」という。）に、決定日に先

       立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日

       の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）に0.9を乗じた金額（円位未満小数第

       １位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。以下、「修正後取得価額」という。）に修正される。ただ

       し、かかる計算の結果、修正後取得価額が上記（４）に定める当初取得価額の50％に相当する額（以下

       「下限取得価額」という。）を下回る場合は、修正後取得価額は下限取得価額とする。また、修正後取得

       価額が上記（４）に定める当初取得価額の100％に相当する額（以下「上限取得価額」という。）を上回

       る場合は、修正後取得価額は上限取得価額とする。なお、上記の連続する30取引日の初日（同日を含

       む。）から決定日（同日を含む。）までの間に、下記（６）に定める取得価額の調整事由が生じた場合、

       修正後取得価額は、下記（６）に準じて当会社の取締役会が適当と判断する金額に調整される。

       （６）取得価額の調整

       イ．Ａ種優先株式の発行後、次の（ⅰ）ないし（ⅵ）のいずれかに該当する場合には、取得価額（当初取

       得価額、下限取得価額および上限取得価額を含む。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」とい

       う。）により調整する（以下、調整後の取得価額を「調整後取得価額」という。）。取得価額調整式の計

       算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
既発行普通株式数＋

交付普通株式数×１株当たりの払込金額

     １株当たりの時価

      既発行普通株式数＋交付普通株式数

          （ⅰ）取得価額調整式に使用する時価（下記ハ．において定義する。以下同じ。）を下回る払込金

          額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する場合（無償割当ての場合を含

          む。）（ただし、当会社の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権（新

          株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本（６）において同じ。）その他の証券（以下「取

          得請求権付株式等」という。）、または当会社の普通株式の交付と引換えに当会社が取得すること

          ができる取得条項付株式もしくは取得条項付新株予約権その他の証券（以下「取得条項付株式等」

          という。）が取得または行使され、これに対して普通株式が交付される場合を除く。）

          調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の末日とする。以下同

          じ。）（無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通

          株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため、または無償割当てのための基準日がある場合

          は、当該基準日の翌日以降、これを適用する。

          （ⅱ）株式の分割をする場合

          調整後取得価額は、普通株式の株式分割のための基準日に、分割により増加する普通株式数（基準

          日における当会社の自己株式である普通株式に関して増加する普通株式数を除く。）が交付された

          ものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。

          （ⅲ）取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記ニ．において定義する。以下、本

          （ⅲ）、下記（ⅳ）および（ⅴ）ならびに下記ハ．（ⅳ）において同じ。）をもって当会社の普通

          株式の交付を請求できる取得請求権付株式等を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）

          調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）（無償割当

          ての場合はその効力発生日）に、または株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与える

          ためもしくは無償割当てのための基準日がある場合は当該基準日に、当該取得請求権付株式等の全

          部が当初の条件で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適

          用して算出し、その払込期日（新株予約権の場合は割当日）（無償割当ての場合はその効力発生

          日）の翌日以降、または当該基準日の翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、普通株式が

          交付されたものとみなされる日において価額が確定しておらず、後日一定の日（以下「価額決定

          日」という。）に価額が決定される取得請求権付株式等を発行した場合において、決定された価額

          が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、調整後取得価額は、当該価額決定日に残存す

          る取得請求権付株式等の全部が価額決定日に確定した条件で取得または行使されて普通株式が交付

          されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該価額決定日の翌日以降これを適用す

          る。
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          （ⅳ）当会社が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正される条件（本イ．

          または下記ロ．と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が付されている場合で、当該修正が

          行われる日（以下「修正日」という。）における修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取

          得価額調整式に使用する時価を下回る場合

          調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が修正価額で取得または行

          使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該修正日の翌

          日以降これを適用する。なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記（ａ）ないし（ｃ）

          の場合に応じて、調整後取得価額を適用する日の前日において有効な取得価額に、それぞれの場合

          に定める割合（以下「調整係数」という。）を乗じた額を調整前取得価額とみなすものとする。

           （ａ）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記（ⅲ）または本（ⅳ）による調整

           が行われていない場合

           調整係数は１とする。

           （ｂ）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記（ⅲ）または本（ⅳ）による調整

           が行われている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記（５）による取得価額

           の修正が行われている場合

           調整係数は１とする。

           ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記（ⅲ）または本（ⅳ）による直前の

           調整を行う前の下限取得価額を当該調整後の下限取得価額で除した割合とする。

           （ｃ）当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記（ⅲ）または本（ⅳ）による調整

           が行われている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記（５）による取得価額

           の修正が行われていない場合

           調整係数は、上記（ⅲ）または本（ⅳ）による直前の調整を行う前の取得価額を当該調整後の取

           得価額で除した割合とする。

          （ⅴ）取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下回る価額をもって

          普通株式を交付する場合

          調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

          ただし、当該取得条項付株式等について既に上記（ⅲ）または（ⅳ）による取得価額の調整が行わ

          れている場合には、調整後取得価額は、当該取得と引換えに普通株式が交付された後の完全希薄化

          後普通株式数（下記ホ．において定義する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えると

          きに限り、当該超過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出

          し、取得の直前の既発行普通株式数を超えないときは、本（ⅴ）による調整は行わない。

          （ⅵ）株式の併合をする場合

          調整後取得価額は、株式の併合の効力発生日以降、併合により減少する普通株式数（効力発生日に

          おける当会社の自己株式である普通株式に関して減少した普通株式数を除く。）を負の値で表示し

          て交付普通株式数とみなして取得価額調整式を適用して算出し、これを適用する。

       ロ．上記イ．（ⅰ）ないし（ⅵ）に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式移転等によ

       り、取得価額（当初取得価額、下限取得価額および上限取得価額を含む。）の調整を必要とする場合は、

       当会社の取締役会が適当と判断する取得価額に変更される。

       ハ．（ⅰ）取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立つ45取引日目に始

         まる連続する30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表

         示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とする。ただし、平均値の計算は円位未満小数第

         １位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。なお、上記の連続する30取引日の初日（同日を含

         む。）から決定日（同日を含む。）までの間に、取得価額の調整事由が生じた場合、調整後取得価額

         は、本（６）に準じて調整する。

         （ⅱ）取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用する日の前日におい

         て有効な取得価額とする。
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         （ⅲ）取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はその日（上記イ．

         （ⅰ）ないし（ⅲ）に基づき当該基準日において交付されたものとみなされる普通株式数は含まな

         い。）の、基準日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日の、当会社の発行済普通

         株式数（自己株式である普通株式の数を除く。）に当該取得価額の調整の前に上記イ．およびロ．に

         基づき「交付普通株式数」とみなされた普通株式であって未だ交付されていない普通株式数（ある取

         得請求権付株式等について上記イ．（ⅳ）（ｂ）または（ｃ）に基づく調整が初めて適用される日

         （当該日を含む。）からは、当該取得請求権付株式等に係る直近の上記イ．（ⅳ）（ｂ）または

         （ｃ）に基づく調整に先立って適用された上記イ．（ⅲ）または（ⅳ）に基づく調整により「交付普

         通株式数」とみなされた普通株式数は含まない。）を加えたものとする。

         （ⅳ）取得価額調整式に使用する「１株当たりの払込金額」とは、上記イ．（ⅰ）の場合には、当該

         払込金額（無償割当ての場合は０円）（金銭以外の財産による払込の場合には適正な評価額）、上記

         イ．（ⅱ）および（ⅵ）の場合には０円、上記イ．（ⅲ）ないし（ⅴ）の場合には価額（ただし、

         （ⅳ）の場合は修正価額）とする。

       ニ．上記イ．（ⅲ）ないし（ⅴ）および上記ハ．（ⅳ）において「価額」とは、取得請求権付株式等また

       は取得条項付株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の場合には、その行使に際して出資

       される財産の価額を加えた額とする。）から、その取得または行使に際して当該取得請求権付株式等また

       は取得条項付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得または

       行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。

       ホ．上記イ．（ⅴ）において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する日の既発行普

       通株式数から、上記ハ．（ⅲ）に従って既発行普通株式数に含められている未だ交付されていない普通株

       式数で当該取得条項付株式等に係るものを除いて、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株

       式数を加えたものとする。

       へ．上記イ．（ⅰ）ないし（ⅲ）において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該各行為が当該

       基準日以降に開催される当会社の株主総会における一定の事項に関する承認決議を停止条件としている場

       合には、上記イ．（ⅰ）ないし（ⅲ）の規定にかかわらず、調整後取得価額は、当該承認決議をした株主

       総会の終結の日の翌日以降にこれを適用する。

       ト．取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまると

       きは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後取得価額調整式による取得価額の調整を必要

       とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前

       取得価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

     ７．金銭を対価とする取得条項

       （１）金銭を対価とする取得条項の内容

       当会社は、平成28年４月１日から平成36年３月31日までの間いつでも、当会社の取締役会が別に定める日

       （以下「金銭対価強制取得日」という。）の到来をもって、当会社がＡ種優先株式の全部または一部を取

       得するのと引換えに、分配可能額の範囲で、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して金銭を

       交付することができる（以下「金銭対価強制取得」という。）。なお、一部取得を行う場合において取得

       するＡ種優先株式は、比例按分または当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものと

       する。

       （２）取得価額

       金銭対価強制取得が行われる場合におけるＡ種優先株式１株当たりの取得価額は、Ａ種優先株式１株当た

       りの払込金額の110％に相当する額に、当該金銭対価強制取得日が属する事業年度の末日を基準日とする

       Ａ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日（同日を含む。）から当該金銭対価強制取得日（同日

       を含む。）までの日数を乗じ365で除して算出した額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位

       を切上げる。）を加えた金額とする。ただし、上記により計算された金額から、金銭対価強制取得日が属

       する事業年度において支払われたＡ種優先中間配当金の額を控除するものとする。

     ８．普通株式を対価とする取得条項

       （１）普通株式を対価とする取得条項

       当会社は、取得請求期間の末日までに当会社に取得されていないＡ種優先株式の全てを取得請求期間の末

       日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって普通株式の交付と引換えに取得する。この場合、当会

       社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、各Ａ種優先株主に対し、その有するＡ種優先株式数

       にＡ種優先株式１株当たりの払込金額相当額を乗じた額を下記（２）に定める価額（以下「一斉取得価

       額」という。）で除した数の普通株式を交付するものとする。Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき

       普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。
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       （２）一斉取得価額

       一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所における当

       会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む）の平均値（終値が算出されない日を除く。）

       に0.9を乗じた金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）とする。ただし、

       かかる計算の結果、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合は、一斉取得価額は下限取得価額とする。

     ９．株式の併合または分割、募集株式の割当て等

       （１）当会社は、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。

       （２）当会社は、Ａ種優先株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを

       受ける権利を与えない。

       （３）当会社は、Ａ種優先株主に対し、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

     10．剰余金の配当等の除斥期間

       剰余金の配当等の除斥期間の規定はＡ種優先配当金およびＡ種優先中間配当金の支払いについてこれを準

       用する。

     11．譲渡制限

       Ａ種優先株式を譲渡により取得することについては、当会社の承認を必要とする。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る取得請求権が以下のとお

り行使されました。

 Ａ種優先株式

 

第２四半期会計期間

（平成26年７月１日から

平成26年９月30日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等の数（個）
15,460

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 71,906,966

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 215

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） －

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
24,700

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
114,883,703

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
215

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）
－

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日

(注）１

71,906 846,352 － 44,000 － 15,000

 （注）１．Ａ種優先株式の取得請求権行使による普通株式の増加であります。

    ２．平成26年10月１日から平成26年10月31日までの間に、Ａ種優先株式2,300株の取得請求権の行使により、普

      通株式の発行済株式総数が11,219,509株増加しております。
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（６）【大株主の状況】

 所有株式数別

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 60,679 7.16 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 33,826 3.99 

沖電気グループ従業員持株会 東京都港区虎ノ門１－７－12 17,535 2.07 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 14,196 1.67 

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町７－３ 14,076 1.66 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 14,000 1.65 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海１－８－11 12,360 1.46 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口６） 
東京都中央区晴海１－８－11 8,954 1.05 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５） 
東京都中央区晴海１－８－11 8,947 1.05 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口３） 
東京都中央区晴海１－８－11 8,829 1.04 

計 － 193,404 22.85 
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 所有議決権別

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有議決権数 

（個） 

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 60,679 7.25 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 33,826 4.04 

沖電気グループ従業員持株会 東京都港区虎ノ門１－７－12 17,535 2.09 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 14,196 1.69 

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町７－３ 14,076 1.68 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 14,000 1.67 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海１－８－11 12,360 1.47 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口６） 
東京都中央区晴海１－８－11 8,954 1.07 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５） 
東京都中央区晴海１－８－11 8,947 1.06 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口３） 
東京都中央区晴海１－８－11 8,829 1.05 

計 － 193,402 23.12 

 

 （注）１． 三井住友信託銀行株式会社が連名で提出した平成26年２月６日付大量保有報告書の写しが当社に送付さ

れ、平成26年１月31日現在、下記のとおり全体で59,332千株（所有株式数の割合8.11％）の当社株式を保有

している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質保有状況の確

認ができませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内１－４－

１
52,440 7.17

三井住友トラスト・アセット

マネジメント株式会社
東京都港区芝３－33－１ 1,191 0.16

日興アセットマネジメント株

式会社
東京都港区赤坂９－７－１ 5,701 0.78

計 － 59,332 8.11

    ２． 株式会社みずほ銀行が連名で提出した平成26年９月22日付大量保有報告書の写しが当社に送付され、平成

26年９月15日現在、下記のとおり全体で43,723千株（所有株式数の割合5.17％）の当社株式を保有している

旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質保有状況の確認ができ

ませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社みずほ銀行
東京都千代田区大手町１－５－

５
14,196 1.68

みずほ証券株式会社
東京都千代田区大手町１－５－

１
6,106 0.72

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 18,722 2.21

新光投信株式会社 東京都中央区日本橋１－17－10 4,699 0.56

計 － 43,723 5.17
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式    30,000 ― 
「（１）株式の総数等」に記

載しております。 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     7,143,000 ― 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式   836,192,000 836,192 同上 

単元未満株式 普通株式     2,987,373 ― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数            846,352,373 ― ― 

総株主の議決権 ― 836,192 ― 

 （注）「単元未満株式」には当社所有の自己株式413株及び相互保有株式（沖電線株式会社所有50株）が含まれており

ます。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

当社 東京都港区虎ノ門１－７－12 3,387,000 － 3,387,000 0.40

沖電線株式会社 神奈川県川崎市中原区下小田中２－12－８ 3,756,000 － 3,756,000 0.44

計 ― 7,143,000 － 7,143,000 0.84

 （注）沖電線株式会社が退職給付信託した3,000,000株については、「自己名義所有株式数」に含めて表示しておりま

    す。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 46,901 45,758 

受取手形及び売掛金 133,383 102,383 

有価証券 4,000 10,299 

製品 34,203 40,984 

仕掛品 22,652 35,531 

原材料及び貯蔵品 28,429 27,035 

その他 17,636 21,725 

貸倒引当金 △8,684 △8,197 

流動資産合計 278,522 275,522 

固定資産    

有形固定資産 56,193 56,248 

無形固定資産 9,600 9,496 

投資その他の資産 ※１ 68,196 ※１ 70,667 

固定資産合計 133,991 136,412 

資産合計 412,514 411,934 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 73,312 71,405 

短期借入金 104,478 99,867 

引当金 3,625 3,596 

その他 60,856 60,347 

流動負債合計 242,272 235,216 

固定負債    

長期借入金 14,526 15,853 

役員退職慰労引当金 368 365 

退職給付に係る負債 20,225 23,438 

その他 43,202 43,096 

固定負債合計 78,322 82,753 

負債合計 320,595 317,970 

純資産の部    

株主資本    

資本金 44,000 44,000 

資本剰余金 21,554 21,554 

利益剰余金 18,382 20,929 

自己株式 △432 △442 

株主資本合計 83,504 86,041 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,333 5,882 

繰延ヘッジ損益 △389 △150 

為替換算調整勘定 △10,358 △11,106 

退職給付に係る調整累計額 11,644 10,651 

その他の包括利益累計額合計 5,230 5,277 

新株予約権 79 79 

少数株主持分 3,104 2,565 

純資産合計 91,918 93,964 

負債純資産合計 412,514 411,934 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 203,998 228,791 

売上原価 152,800 170,922 

売上総利益 51,198 57,869 

販売費及び一般管理費 ※ 48,397 ※ 51,301 

営業利益 2,801 6,567 

営業外収益    

受取利息 42 96 

受取配当金 528 478 

為替差益 5,207 4,227 

雑収入 476 671 

営業外収益合計 6,256 5,473 

営業外費用    

支払利息 1,264 1,218 

シンジケートローン手数料 294 570 

雑支出 534 675 

営業外費用合計 2,092 2,464 

経常利益 6,964 9,577 

特別利益    

受取保険金 322 - 

特別利益合計 322 - 

特別損失    

固定資産処分損 441 126 

事業構造改善費用 2,869 - 

子会社整理損 239 - 

特別損失合計 3,550 126 

税金等調整前四半期純利益 3,736 9,450 

法人税、住民税及び事業税 1,460 1,695 

法人税等調整額 464 △2,061 

法人税等合計 1,924 △365 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,811 9,816 

少数株主損失（△） △3 △441 

四半期純利益 1,814 10,257 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,811 9,816 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,830 1,540 

繰延ヘッジ損益 121 239 

為替換算調整勘定 △3,636 △707 

退職給付に係る調整額 - △1,016 

持分法適用会社に対する持分相当額 24 30 

その他の包括利益合計 △1,660 85 

四半期包括利益 151 9,901 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 151 10,303 

少数株主に係る四半期包括利益 0 △401 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 3,736 9,450 

減価償却費 6,909 6,759 

引当金の増減額（△は減少） △802 △1,213 

受取利息及び受取配当金 △571 △575 

支払利息 1,264 1,218 

固定資産処分損益（△は益） 419 112 

売上債権の増減額（△は増加） 36,995 36,491 

たな卸資産の増減額（△は増加） △17,033 △15,968 

仕入債務の増減額（△は減少） △7,835 △8,283 

未払費用の増減額（△は減少） △2,875 △3,431 

その他 △6,581 1,742 

小計 13,625 26,302 

利息及び配当金の受取額 571 575 

利息の支払額 △1,282 △1,225 

保険金の受取額 1,576 － 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 142 △2,650 

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,633 23,001 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の償還による収入 500 － 

有形固定資産の取得による支出 △3,521 △5,128 

無形固定資産の取得による支出 △1,067 △1,392 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△64 △2,717 

その他の支出 △479 △1,049 

その他の収入 715 248 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,916 △10,039 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 873 1,468 

長期借入れによる収入 11,300 6,200 

長期借入金の返済による支出 △10,533 △11,926 

セール・アンド・リースバックによる収入 1,201 379 

リース債務の返済による支出 △1,100 △1,334 

配当金の支払額 △1,032 △3,158 

その他 △21 △17 

財務活動によるキャッシュ・フロー 687 △8,389 

現金及び現金同等物に係る換算差額 557 530 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,961 5,103 

現金及び現金同等物の期首残高 35,894 50,866 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 32 44 

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額 
235 － 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 48,124 ※ 56,013 

 

- 19 -



【注記事項】

（会計方針の変更等）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

（会計方針の変更）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法をポイント基準または期間定額基準から給付算定式基準へ変更しております。割引率の決定

方法についても、退職給付の見込支払日までの平均期間に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。 

 この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、退職給付に係る資産が3,939百万円減少し、退職給付に係

る負債が923百万円増加するとともに、利益剰余金が4,522百万円減少しております。なお、当第２四半期連結累

計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成26年９月30日） 

投資その他の資産 828百万円 820百万円 

 

２ 保証債務

 当社及び一部の連結子会社の従業員の金融機関からの借入について、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

従業員（住宅融資借入金） 460百万円 従業員（住宅融資借入金） 417百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成26年９月30日） 

給料賃金 14,895百万円 16,455百万円 

研究開発費 5,729 6,467 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 40,162百万円 45,758百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △37 △45

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券）
7,999 10,299

現金及び現金同等物 48,124 56,013
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成25年６月26日 

定時株主総会
Ａ種優先株式 1,032 利益剰余金 34,410.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成26年６月25日 

定時株主総会

普通株式 2,184
利益剰余金

3.00
平成26年３月31日 平成26年６月26日

Ａ種優先株式 1,004 33,490.00

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成26年10月31日 

取締役会

普通株式 1,685
利益剰余金

2.00
平成26年９月30日 平成26年12月10日

Ａ種優先株式 87 16,525.00
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日  至 平成25年９月30日）

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
情報通信 
システム 

プリンタ ＥＭＳ 計 

売上高                

外部顧客への売

上高 
120,312 57,282 17,985 195,581 8,417 203,998 － 203,998 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

2,186 2,232 87 4,507 10,620 15,127 △15,127 － 

計 122,499 59,515 18,073 200,088 19,038 219,126 △15,127 203,998 

セグメント利益 

又は損失（△） 
4,435 △611 508 4,333 1,294 5,627 △2,826 2,801 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、用役提供、その他機器商品の製

造及び販売を行っております。

２．セグメント利益又は損失の調整額△2,826百万円には、セグメント間取引消去36百万円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△2,861百万円及び固定資産の調整額△2百万円が含まれてお

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日  至 平成26年９月30日）

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
情報通信 
システム 

プリンタ ＥＭＳ 計 

売上高                

外部顧客への売

上高 
138,094 61,613 20,192 219,900 8,891 228,791 － 228,791 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

2,427 2,545 171 5,144 11,083 16,227 △16,227 － 

計 140,521 64,159 20,364 225,044 19,974 245,019 △16,227 228,791 

セグメント利益 

又は損失（△） 
3,220 3,999 575 7,795 1,592 9,388 △2,820 6,567 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、用役提供、その他機器商品の製

造及び販売を行っております。

２．セグメント利益又は損失の調整額△2,820百万円には、セグメント間取引消去86百万円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△2,826百万円及び固定資産の調整額△79百万円が含まれて

おります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 2.49円 12.83円

  （算定上の基礎）    

  四半期純利益金額（百万円） 1,814 10,257

  普通株主に帰属しない金額（百万円） － 87

   （うちＡ種優先株式配当額） （－） （87）

  普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,814 10,170

  普通株式の期中平均株式数（千株） 727,939 792,483

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 1.73円 11.83円

 （算定上の基礎）    

  四半期純利益調整額（百万円） － 87

   （うちＡ種優先株式配当額） （－） （87）

  普通株式増加数（千株） 319,148 74,852

   （うちＡ種優先株式） （319,148） （74,852）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－

 

 

－

 

 

 

２【その他】

 平成26年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

１.普通株式

（１）配当金の総額              1,685百万円 

（２）１株当たりの金額            2円00銭 

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成26年12月10日 

 

２.Ａ種優先株式 

（１）配当金の総額              87百万円 

（２）１株当たりの金額            16,525円00銭 

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成26年12月10日 

 

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月13日

沖電気工業株式会社 

  取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 木 村   修  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 佐 藤   晶  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 薄 井   誠  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 山 川 幸 康  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖電気工業株式

会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖電気工業株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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